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平成２０年３月３１日現在における

経済産業省設備投資調査

公害防止設備投資調査票について

平成２０年４月

経 済 産 業 省

この調査は、最近における各企業の設備投資の実績及び計画の実態あるいは設備投資と密接な関

連を有する諸事項に関する企業の意識を迅速に把握し、もって行政上の資料に利用することを目的

とするものです。

次の要領に従って調査票に記入のうえ、６月２日までに経済産業政策局産業資金課あて回答くだ

さいますようお願いいたします。

、 。この調査により報告された記入内容は 統計法により秘密が保護されます

調 査 票 記 入 要 領

Ⅰ 一 般 事 項

１ 調 査 時 点 平成２０年３月３１日現在.

２ 調査票提出部数 １社で２以上の業種を兼営している場合、別表の業種分類表のⅠ類ごと.

に各１部。

３ 業 種 区 分 業種分類表のⅠ類の業種.

４ 金 額 単 位 百万円。ただし、単位未満は四捨五入。.

５ 年 度 区 分 会計年度（４月１日～３月３１日）.

６ 提 出 期 限 平成２０年６月２日（調査結果の公表早期化の観点から提出期限を厳守.

されるようお願いします。

７ 提 出 先 経済産業省経済産業政策局産業資金課（同封の返信用封筒を御利用くだ.

さい ）。

８ 問 い 合 わ せ 先 経済産業省産業技術環境局環境指導室.

電話 ０３－３５０１－４６６５
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[別表]

業種分類表

Ⅰ 類 業 種 業 種

コ ー ド

１００１ 繊維

１００２ パルプ・紙

１００３ 化学

１００４ 石油精製

１００５ 窯業・土石

１００６ 鉄鋼

１００７ 非鉄金属

１００８ 一般機械

１００９ 電子機械

１０１０ 電気機械

１０１１ 自動車

１０１２ その他製造業

２１０１ 電気

２２０１ ガス

２２０２ 熱供給

２２０４ 鉱業
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Ⅱ 公害防止設備投資調査票

１ 「１表 公害防止施設投資額及び全設備投資総額（工事ベース 」． ）

( ) 工事の完了に伴い取得する設備の価額を年度の区分に応じて公害防止施設等の種類ごとに記1

入してください。

( ) 各種の公害防止施設の範囲については、 ですので、これに従ってください。2 別表１のとおり

( ) 「公害防止施設」とは公害防止施設のほか、その設置のために直接に必要な土地及び建物を3

含めることとします。

( ) 「当該業種に係る全設備投資総額」とは、生産に直接必要とされる設備であるか否かを問わ4

ず、すべての投資額であり、土地の取得価額をも含めたものとします。

ただし、２以上の業種を兼営している場合には、本調査票に係る業種に関する設備投資額の

みを記入してください。

したがって、本欄の数字は「設備投資調査票（本票 」の取得設備投資額計と一致します。）

( ) 「３表 特定公害防止施設に対する設備投資額（工事ベース 」表が内数となるよう御注意5 ）

願います。

２ 「２表 特定公害施設に対する施設投資額（工事ベース）及び特定公害防止施設の残存価格」．

「特定公害防止施設」とは 「大気汚染防止施設 「水濁汚染防止施設 「産業廃棄物処理施設」、 」、 」、

に係る施設のうち、 を指します。別表２（特定公害防止施設の範囲）に掲げるもの

※公害防止用施設の固定資産税の課税標準の特例措置の対象施設に準拠して、以下のとおり調査項目

を変更させていただきますのでご注意ください。

①ＣＯＤ、窒素、燐を汚水処理施設に統合

②除外施設、廃油・廃プラスチック類処理施設、産業廃棄物処理施設を追加

( ) ①工事の完了に伴い取得する設備の価額を年度ごとに記入してください。1

②「残存価額」の欄には平成２０年３月３１日現在における帳簿価額をそれぞれ記入してく

ださい（平成２０年３月３１日現在の数字が取れない場合は最近時点の帳簿価額によるこ

、 、 ）。ととし その場合は 調査票の余白にいつ時点の価額によったかを書き添えてください

( ) 記入の仕方については なお、※にあるとおり、調2 、「１表」の記入要領に準じてください。

査項目が変更になっておりますので御注意ください。

( ) ２表は１表の内数となることに御注意ください （以下( )～( )を御確認ください ）3 4 6。 。

( ) ２表の「ばい煙処理施設（うちダイオキシン類排出削減設備 、窒素酸化物処理施設、指定4 ）

物質回収施設、揮発性有機化合物排出抑制設備」の合計は、１表の「①大気汚染防止施設」の

内数となります。

（コード コード21-1＋コード21-2＋コード21-3＋コード21-4＋コード21-5）11 ≧

( ) ２表の「汚水処理施設、除外施設、地下水浄化施設、ダイオキシン類排出削減設備、土壌浄5

化施設」の合計は、１表の「②水質汚濁防止施設」の内数となります。

（コード コード22-1＋コード22-2＋コード22-3＋コード22-4＋コード22-5)12 ≧

( ) ２表の「高温焼却施設、廃ＰＣＢ等処理装置、廃棄物焼却溶融施設、廃油・廃プラスチック6
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類処理施設、産業廃棄物処理施設」の合計額は、１表の「⑥産業廃棄物処理施設」の内数とな

ります。

（コード コード23-1＋コード23-2＋コード23-3＋コード23-4＋コード23-5）14 ≧

( ) 土地取得価額は含まれないことに御注意ください。7

４ 「３表 租税特別措置法上特別償却制度の対象となっている公害防止施設投資額（工事ベース 」． ）

( ) 本税制の対象となる設備は、別表３（１７頁公害防止用設備の特別償却制度の対象）のとお1

りです 「平成１８年度実績額」については実際に税務署において税制の対象として認められ。

たものを 「平成１９年度実績見込額」については、別表３の設備に該当し、税務署において、

税制の対象として認められると見込まれるものを記入してください（各設備も税制適用期限に

ついても、別表３を参照してください 。）

( ) 「平成２０年度計画額」については、別紙１（公害防止用設備の特別償却制度について 、2 ）

別紙２（通商産業省告示第８７６号）をよくご理解の上、記入してください。

※以下のとおり調査項目を変更させていただきますのでご注意ください。

①設備の種類に「汚水処理用設備（構築物 」を追加）

②平成２０年度税制改正に伴い、平成２０年度について以下の設備を廃止

・ばい煙処理用等設備

・窒素酸化物抑制設備

・汚水処理用設備（構築物）

・汚水処理用等設備（機械）
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（別表１）

公害防止施設（直接公害防止のために使用され、

又は使用されることになる土地を含む）の範囲

１．大気汚染防止施設

( ) 硫黄酸化物を処理する施設1

① 排煙脱硫装置、すなわち、硫黄酸化物を洗浄（吸収を含む 、中和、吸着又は還元の方法。）

により処理するための装置

② ①の装置に附属する次の掲げる機械その他の施設で、専ら硫黄酸化物の処理の用に供され

るもの

ａ．ガス導管（煙突に連なるガス導管を除く）

ｂ．ガス冷却器

ｃ．通風機

ｄ．水管（ばい煙を処理するための水又は蒸気を通ずるためのものに限る）

ｅ．塔及び槽（洗浄液を供給するためのものに限る）

ｆ．洗浄液再生装置

ｇ．吸着剤再生装置

ｈ．ミスト除去装置（これに附属する変圧器及び整流器を含む）

ｉ．計測装置及び自動調整装置

ｊ．水路、ポンプ、池及び槽（洗浄廃液を処理するためのものに限る）

( ) 窒素酸化物を処理する施設2

① 排煙脱硝装置、すなわち、窒素酸化物を洗浄（吸収を含む 、中和又は吸着の方法により。）

処理するための装置

② ①の装置に附属する次に掲げる機械その他の施設で、専ら窒素酸化物の処理の用に供され

るもの

ａ．ガス導管（煙突に連なるガス導管を除く）

ｂ．ガス冷却器

ｃ．通風機

ｄ．水管（ばい煙を処理するための水又は蒸気を通ずるためのものに限る）

ｅ．塔及び槽（洗浄液を供給するためのものに限る）

ｆ．洗浄液再生装置

ｇ．ミスト除去装置（これに附属する変圧器及び整流器を含む）

ｈ．計測装置及び自動調整装置

ｉ．水路、ポンプ、池及び槽（洗浄廃液を処理するためのものに限る）

ｊ．アンモニア貯蔵設備

ｋ．アンモニア供給設備（水蒸気、窒素、空気による希釈装置を含む）

ｌ．触媒供給・再生装置
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ｍ．熱交換装置（排煙脱硝装置を動かすのに必要なものに限る）

③ 二段燃焼、排ガス再循環等の燃焼方法を変更することによって窒素酸化物を抑制するため

に必要な装置及びそれを運転するために必要な分析・計測機器

( ) ばいじんを処理する施設3

① ばいじんを重力沈降、慣性分離、遠心力分離、ろ過、洗浄、電気補集又は音波凝集の方法

により集じん又は除じんをするための装置

② ①の装置に附属する次に掲げる機械その他の施設で、専ら集じん又は除じんの用に供され

るもの

ａ．ガス導管（煙突に連なるガス導管を除く）

ｂ．ガス冷却器

ｃ．通風機

ｄ．空気圧縮機（バグフィルターに付着したばいじんを除くためのものに限る）

． （ ）ｅ 変圧器又は整流器 電気補集の方法により集じんするための装置に附属するものに限る

ｆ．ダスト取出機

ｇ．ダスト運搬機

ｈ．ダスト貯留器

ｉ．計測装置及び自動調整装置

ｊ．水管（ばい煙を処理するための水又は蒸気を通ずるためのものに限る）

ｋ．水路、ポンプ、池及び槽（洗浄廃液を処理するためのものに限る）

( ) 有害物質を処理する施設4

有害物質（カドミウム及びその化合物、塩素及び塩化水素、弗素、弗化水素及び弗化珪素、

鉛及びその化合物）を処理する施設

( ) 高さ７０ｍ以上の煙突（集合煙突に連なる煙道を含む）5

※平成１８年３月３１日までに購入したものに限る。

( ) 粉じんを防止する施設6

( )に掲げる処理施設、散水、被覆の装置、無遠装炭装置、ハードル、フィルター及びその附3

属設備

( ) 特定物質を処理する施設7

特定物質 アンモニア 弗化水素 シアン化水素 一酸化炭素 ホルムアルデヒド メタノー（ 、 、 、 、 、

ル、硫化水素、燐化水素、塩化水素、二酸化窒素、アクロレイン、二酸化硫黄、塩素、二酸化

炭素、ベンゼン、ピリジン、フェノール、硫酸（三酸化硫黄を含む 、弗化珪素、ホスゲン、。）

二酸化セレン、クロルスルホン酸、黄燐、三塩化燐、臭素、ニッケルカルボニル、五塩化燐及

びメルカプタン）を処理する施設

( ) 大気汚染防止法附則第９項に規定する指定物質（以下「指定物質」という ）を回収・処理8 。
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する施設

指定物質（ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン）を回収・処理する施設

( ) ダイオキシン類を処理する施設9

① ダイオキシン類排出削減設備、すなわち、ダイオキシン類を重力沈降、慣性分離、遠心力

分離、ろ過、洗浄、電気捕集、音波凝集、中和、吸着、分解又は燃焼の方法により処理する

若しくは急冷することによりダイオキシン類の再合成を抑制するための装置。

② ①の装置に附属する次にあげる機械その他の施設で、専らダイオキシン類の処理の用に供

されるもの

ａ．排気管

ｂ．放出筒

ｃ．誘引通風機

ｄ．空気圧縮機

ｅ．ダスト取出機

ｆ．ダスト搬送機

ｇ．ダスト貯りゅう機

ｈ．ミスト除去機

ｉ．計測装置及び自動調整装置

ｊ．予熱機

ｋ．調整弁

ｌ．変圧器

ｍ．整流器

ｎ．廃ガス導管（装置本体から煙突入口までの部分に限る）

ｏ．電動機、ポンプ又は配管

( ) 大気汚染防止法第２条第４項に規定する揮発性有機化合物（以下、揮発性有機化合物）を処10

理する設備

( ) その他の大気汚染防止施設11

重油脱硫設備、悪臭防止施設、天然ガス等大気汚染防止対策に資する燃料に転換するための

燃料及び貯留施設等、( )から( )に属さない大気汚染防止施設1 9

( ) 大気汚染防止施設を取得するために設置した土地、建物12

２．水質汚濁防止施設

( ) 化学的酸素要求量に係る汚染負荷量を処理する施設（以下「ＣＯＤ処理施設」という）1

① 次に掲げる機械その他の設備で、専ら化学的酸素要求量に係る汚染負荷量を処理する装置

ａ．濃縮又は燃焼装置
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ｂ．酸化装置

ｃ．凝集沈殿装置

ｄ．凝集加圧浮上装置

ｅ．生物化学的処理施設

ｆ．ろ過装置

ｇ．吸着装置

ｈ．その他の化学的酸素要求量に係る汚染負荷量を処理するための装置

② 上記設備に附属する電動機、ポンプ、配管、計測装置、自動調整装置その他の附属設備

( ) 燐を処理する施設2

① 次の掲げる機械その他の設備で、専ら燐を処理する装置

ａ．凝集沈でん装置

ｂ．生物化学的処理施設

ｃ．晶析装置（凝集沈殿装置等既存の処理設備の範疇に入らない新しい処理施設であり、専

ら燐の除去を目的とするもの）

ｄ．その他の燐を除去するための装置

② 上記設備に附属する電動機、ポンプ、配管、計測装置、自動調整装置その他の附属設備

( ) 窒素を処理する施設3

① 次の掲げる機械その他の設備で、専ら窒素を処理する装置

ａ．濃縮又は燃焼装置

ｂ．蒸発洗浄又は冷却装置

ｃ．生物脱窒処理装置

ｄ．吸着装置

ｅ．その他の窒素に係る汚染負荷量を処理するための装置

② 上記設備に附属する電動機、ポンプ、配管、計測装置、自動調整装置その他の附属設備

( ) ダイオキシン類を処理する施設4

① 次に掲げる機械その他の設備で、専らダイオキシン類を処理する施設

ａ．吸着処理装置

ｂ．逆浸透膜装置

ｃ．紫外線・オゾンによるダイオキシン類分解装置

② 上記設備に附属する電動機、ポンプ、配管、計測装置、自動調整装置その他の附属設備

( ) 汚水又は廃液を処理する施設及び除害施設（( )から( )に掲げる施設を除く）5 1 4

① 次に掲げる機械その他の設備で、専ら汚水又は廃液を処理する装置及び除外する装置

ａ．沈殿又は浮上装置

ｂ．油水分離装置

ｃ．沈殿処理装置

ｄ．ろ過装置
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ｅ．濃縮又は燃焼装置

ｆ．中和装置

ｇ．酸化又は還元装置

ｈ．凝集沈殿装置

ｉ．凝集加圧浮上装置

ｊ．イオン交換装置

ｋ．生物化学的処理装置

ｌ．脱フェノール装置

ｍ．脱臭装置

ｎ．吸着装置

ｏ．その他の水質汚濁防止装置（ただし、地下浸透装置を除く）

( ) 地下水浄化施設6

地下水浄化施設（井戸、冷却装置、分解装置、生物化学的処理装置、濾過装置、吸着装置、

ばっき装置、沈殿又は浮上装置、イオン交換装置、汚泥処理装置、燃焼装置、乾燥装置、加

熱装置、洗浄装置、中和装置、酸化又は還元装置、輸送装置、貯溜装置、油水分離装置、気

液分離器及び電気的処理装置並びにこれらに附属するフード、送風機、電動機、ポンプ、配

管、計測器その他の附属設備）

( ) 土壌浄化施設7

土壌浄化施設 井戸 冷却装置 分解装置 生物化学的処理装置 濾過装置 吸着装置 ばっ（ 、 、 、 、 、 、

、 、 、 、 、 、 、き装置 沈殿又は浮上装置 イオン交換装置 汚泥処理装置 燃焼装置 乾燥装置 加熱装置

洗浄装置、中和装置、酸化又は還元装置、輸送装置、貯溜装置、油水分離装置、気液分離器及

び電気的処理装置並びにこれらに附属するフード、送風機、電動機、ポンプ、配管、計測器そ

の他の附属設備）

( ) 海水汚濁防止施設（船舶廃油の処理施設）8

受入れ設備、油水分解設備（廃油の油水分離を連続して行うもので、処理能力が毎時１０ト

ン以上のものに限る）回収油貯留装置、固定物処理設備、焼却設備（廃油の焼却を連続して行

うもので、ばい煙処理装置を有し、その他の処理能力が毎時０．５トン以上のものに限る）及

び排水設備並びにそれらの設備を積載する廃油処理船の船体（自航能力を有しないものに限る

とし、これに積載する工具、器具及び備品を除く）

( ) ( )から( )までに属しない水質汚濁防止施設9 1 8

( ) 水質汚濁防止施設を設置するために取得した土地建物等10
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３．騒音、振動防止施設

騒音、振動の防止を主目的とするものであって、次のようなものをいう。

ａ．消音装置（消音器、消音ダクト等）

ｂ．吸音板

ｃ．防音板

ｄ．カバー

ｅ．その他騒音、振動防止のための施設（塀、壁、衝立、二重窓、吊り基礎、防振ゴム、

遮音板、空気バネ、防振スプリング、フレキシブルジョイント）

ｆ．計測装置

ｇ．騒音振動防止施設を設置するために取得した土地建物等

４．産業廃棄物処理施設

( ) 産業廃棄物を焼却又は物理的（脱水、分解、溶融、固化、乾燥、圧縮、分離、破砕、コンク1

リート固型化、洗浄等 、化学的（中和、無毒化、安定化等）若しくは生物学的な方法により）

処理（再生を含む）するための装置又はこれらに附属する施設

( ) 産業廃棄物を処理（再生を含む ）するために収集、貯留又は搬送するための施設及びこれ2 。

らに附属する施設

( ) 産業廃棄物の最終処分場及びこれらに附属する施設3

( ) 産業廃棄物処理施設（最終処分場を含む）を設置するために取得した土地建物等4

５．公害防止関連施設

( ) １から４までのいずれにも含まれない設備であって、主として公害防止の目的で設置された1

施設（緊急用低硫黄燃料貯留装置、有効成分回収装置、深層取水装置等及びその附属設備。た

だし、地下浸透装置を除く）

( ) 公害防止の目的で、従来の生産施設に比し、著しく公害防止効果の大きい生産施設（生産性2

が高いため、公害防止の目的でなくても、その導入が当然に行われるものは除く）

例えば、食塩製造用隔膜法食塩電解設備、無振動鍛造機、無振動鋳型造形機、二段触媒式硫

酸製造装置、ＮＳＰキルン、無電解メッキ装置等

( ) ( )又は( )の施設を設置するために取得した土地建物等3 1 2
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（別表２）

特定公害防止施設の範囲

１．ばい煙処理施設

( ) 槽及び塔（木造及び合成樹脂造のものを除く）1

( ) 煙突（高さが７０メートル以上のものに限る）2

※平成１８年３月３１日までに購入したものに限る。

( ) ばい煙処理装置（この装置に附属する排気管、放出筒、ガス冷却器、誘引通風機、空気圧縮3

機、ダスト吸出機、ダスト搬送機、ダスト貯りゅう器、ミスト除去機、計測装置、自動調整装

、 、 （ 。）、 ）置 変圧器 廃ガス導管 装置本体から煙突入口までの部分に限る ポンプ又は配管を含む

（注：平成 年４月１日以降の時点の帳簿価額を記載する場合、以下（( )ダイオキシン類排出12 4

出削減装置）については記載すること）

( ) ダイオキシン類排出削減装置（次の各号の一に該当するものに限る ）4 。

① 燃焼分解装置（この装置に附属する排気管、放出筒、誘引通風機、空気圧縮機、ダスト取

出機、ダスト搬送機、ダスト貯りゅう器、計測装置、自動調整装置、予熱機、調整弁、変圧

、 、 （ ） ）器 整流器 廃ガス導管 装置本体から煙突入口までの部分に限る 電動機又は配管を含む

② 触媒分解装置（この装置に附属する排気管、放出筒、誘引通風機、予熱機、変圧器、整流

器、廃ガス導管（装置本体から煙突入口までの部分に限る 、電動機又は配管を含む））

③ 廃ガス冷却装置（この装置に附属する排気管、放出筒、誘引通風機、空気圧縮機、ダスト

取出機、ダスト搬送機、ダスト貯りゅう器、ミスト除去機、計測装置、自動調整装置、調整

弁、貯水タンク、変圧器、整流器、廃ガス導管（装置本体から煙突入口までの部分に限る 、）

電動機、ポンプ又は配管を含む）

２．窒素酸化物処理施設

窒素酸化物抑制装置（次の各号の一に該当するものに限る）

① 燃焼用空気の供給を２段に分けてその供給を制限した状態で燃焼させることにより窒素酸

化物の発生を低減する方式のもので、専らその用に供する空気用ダクト及びダンパー

② 燃焼用空気に燃焼排ガスの一部を混入して燃焼温度を低下させることにより窒素酸化物の

発生を低減する方式のもので、専らその用に供する排ガス用ダクト、排ガス混合機、排ガス

再循環通風機及びダンパー

③ 油に水を混ぜて乳化させたものを燃料として使用して燃焼温度を低下されることより窒素

酸化物の発生を低減する方式のもので、専らその用に供する貯留装置、ろ過装置、計測装置、

自動調整装置、混合機、ポンプ及び配管

④ 燃焼室に水又は水蒸気を噴射して燃焼温度を低下させることにより窒素酸化物の発生を低減
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する方式のもので、専らその用に供する貯留装置、ろ過装置、純水処理装置、計測装置、噴射

装置、自動調整装置、ポンプ及び配管（これらと同時に設置する専門の廃熱利用ボイラーを含

む）

⑤ 前４号に掲げる方式を併用するもので専らその用に供する当該各号に掲げる装置

３．指定物質回収・処理用施設

( ) 活性炭吸着式回収装置（大気汚染防止法附則第９項に規定する指定物質（以下「指定物質」1

という）を活性炭により吸着して回収するものに限るものとし、これと同時に設置する専用の

冷却器、凝縮器、曝気装置、ボイラー、加熱器、貯留器、送風機、計測装置、自動調整装置、

変圧器、整流器、電動機、ポンプ、排気管、排ガス導管（装置本体から煙突入口までの部分に

限る 、放出筒又は配管を含む）。）

( ) 燃焼式処理装置（指定物質直接燃焼方式、触媒燃焼方式又は蓄熱加熱方式により分解して処2

理するものに限るものとし、これと同時に設置する専門の加熱器、熱交換器、ボイラー、中和

、 、 、 、 、 、 、 、 、 、装置 貯留器 送風機 計測装置 自動調整装置 変圧器 整流器 電動機 ポンプ 排気管

排ガス導管（装置本体から煙突入口までの部分に限る ）放出筒又は配管を含む ）。 。

( ) 蒸留式回収装置（不純物の混入した液状の指定物質を空気吸込方式、減圧方式により蒸留し3

て回収するものに限るものとし、これと同時に設置する専用の冷却器、圧縮機、凝縮機、分離

機、加熱器、熱交換器、ボイラー、貯留器、送風機、計測装置、自動調整装置、変圧器、整流

器、電動機、ポンプ、排気管、排ガス導管（装置本体から煙突入口までの部分に限る ）又は。

配管を含む ）。

４．揮発性有機化合物排出抑制設備

( ) 直接燃焼装置 揮発性有機化合物を燃焼室の出口における温度が六百五十度以上の状態でバー1 （

ナーにより燃焼するものに限るものとし、この装置に附属する密閉装置（揮発性有機化合物の

発生源を密閉し、その内部の揮発性有機化合物を吸気して当該排出抑制装置に誘引するものに

限る。以下この表において「密閉装置」という 、ミスト除去機、熱交換器、冷却器、計測装。）

置、自動調整装置、送風機、電動機、ポンプ、中和装置、攪拌機、排気管、廃ガス導管（装置

本体から煙突入口までの部分に限る 、放出筒又は配管を含む ）。） 。

( ) 触媒燃焼装置（揮発性有機化合物を温度が二百度以上の触媒（白金、マンガン又はパラジウ2

ムに限る ）と反応させるものに限るものとし、この装置に附属する密閉装置、ミスト除去機、。

熱交換器、冷却器、計測装置、自動調整装置、送風機、電動機、ポンプ、中和装置、攪拌機、

排気管、廃ガス導管（装置本体から煙突入口までの部分に限る 、放出筒又は配管を含む ）。） 。

( ) 蓄熱燃焼装置（揮発性有機化合物を温度が八百度以上の蓄熱体に接触させるものに限るもの3
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とし、この装置に附属する密閉装置、ミスト除去機、熱交換器、冷却器、計測装置、自動調整

装置、送風機、電動機、ポンプ、中和装置、攪拌機、排気管、廃ガス導管（装置本体から煙突

入口までの部分に限る 、放出筒又は配管を含む ）。） 。

( ) 吸着処理装置（揮発性有機化合物を活性炭又はゼオライトにより吸着して回収するものに限4

るものとし、この装置に附属する密閉装置、ミスト除去機、加熱器、冷却器、ボイラー、圧縮

機、凝縮器、計測装置、自動調整装置、中和装置、攪拌機、分離器、貯留器、曝気装置、送風

機、電動機、ポンプ、排気管、廃ガス導管（装置本体から煙突入口までの部分に限る 、放出。）

筒又は配管を含む ）。

( ) 冷却凝縮装置（揮発性有機化合物を冷却して液状で回収するものに限るものとし、この装置5

に附属する密閉装置、圧縮機、貯留器、計測装置、自動調整装置、ミスト除去機、送風機、電

動機、ポンプ、排気管、廃ガス導管（装置本体から煙突入口までの部分に限る 、放出筒又は。）

配管を含む ）。

( ) 吸収分離装置（揮発性有機化合物を水、油又はアルコールで吸収して回収するものに限るも6

のとし、この装置に附属する密閉装置、ミスト除去機、圧縮機、貯留器、計測装置、自動調整

装置、送風機、電動機、ポンプ、排気管、廃ガス導管（装置本体から煙突入口までの部分に限

る 、放出筒又は配管を含む ）。） 。

５．汚水処理施設

次の掲げる機械その他の設備で、汚水又は廃液を処理するための装置

① 沈殿又は浮上装置

② 油水分解装置

③ 汚泥処理装置

④ 濾過装置

⑤ バーク処理装置

⑥ 濃縮又は燃焼装置

⑦ 蒸発洗浄又は冷却装置

⑧ 中和装置

⑨ 酸化又は還元装置

⑩ 凝集沈殿装置

⑪ 脱有機酸装置

⑫ イオン交換装置

⑬ 生物化学的処理装置

⑭ 脱フェノール装置

⑮ 脱アンモニア装置

⑯ 貯留装置及び輸送装置
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⑰ 電動機、ポンプ、配管、計測値などの上の装置の付属となる装置

６．除外施設

下水道法に規定する公共下水道を使用する者が設置した除外施設のうち、以下のもの

① 沈殿又は浮上装置

② 油水分解装置

③ 汚泥処理装置

④ 濾過装置

⑤ バーク処理装置

⑥ 濃縮又は燃焼装置

⑦ 蒸発洗浄又は冷却装置

⑧ 中和装置

⑨ 酸化又は還元装置

⑩ 凝集沈殿装置

⑪ 脱有機酸装置

⑫ イオン交換装置

⑬ 生物化学的処理装置

⑭ 脱フェノール装置

⑮ 脱アンモニア装置

⑯ 貯留装置及び輸送装置

⑰ 電動機、ポンプ、配管、計測値などの上の装置の付属となる装置

７．地下水浄化施設

別表１ ２．( )に同じ6

（注：平成 年４月１日以降の時点の帳簿価額を記載する場合、以下（８．ダイオキシン類排出12

削減装置）についても記載すること ）。

８．ダイオキシン類排出削減装置（次の各号の一に該当するものに限る）

① 吸着装置（この装置に附属する搬送装置、貯りゅう装置、計測装置、自動調整装置、電動機、

ポンプ又は配管を含む）

② 紫外線及びオゾン併用分解装置（この装置に附属する搬送装置、貯りゅう装置、計測装置、自

動調整装置、中和装置、排オゾン分解装置、電動機、ポンプ又は配管を含む）

③ 逆浸透膜分離装置（この装置に附属する搬送装置、貯りゅう装置、計測装置、自動調整装置、

乾燥装置、電動機、ポンプ又は配管を含む）



- 15 -

９．土壌浄化施設

別表１ ２．( )に同じ7

１０．高温焼却施設

高温焼却施設（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２条第４項に規定する産業廃棄物（廃油及

び廃プラスチック類を除く）を燃焼室の出口における温度が８００度以上の状態で燃焼することが

できる固定式のもので、その焼却能力は毎時２０ｋｇを超えるものに限るものとし、この装置に附

属する搬送装置、破砕装置、貯留装置、排気管、放出筒、送風機、計測装置、自動調整装置、電動

機、ポンプ又は配管を含む）

１１．廃ＰＣＢ等処理施設

・廃ＰＣＢ等、ＰＣＢ汚染物又はＰＣＢ処理物の焼却施設

・廃ＰＣＢ等又はＰＣＢ処理物の分離施設

・ＰＣＢ汚染物又はＰＣＢ処理物の洗浄施設又は分離施設

１２．産業廃棄物焼却施設

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第十五条第一項の許可に係るもの（廃掃法改正令附則第二条

第二項の規定の適用を受けるものを除く ）及び同法第十五条の四の二第一項の認定（廃棄物の処。

。）理及び清掃に関する法律施行令第七条の三において準用する同令第五条の五の変更の認定を含む

に係るもの（焼却装置（第十九項第三号に規定する溶融機能を有するもの又は溶融装置と一体的に

設置されるものを除く ）及びこれに附属する中和装置、破砕装置、搬送装置、貯溜装置、汚水処。

理装置、ばい煙処理装置、押込装置、電動機、ポンプ、配管、計測器その他の附属設備に限る 。。）

１３．廃棄物焼却溶融施設

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第七条第三号、第五号、第八号、第十二号及び第十三

号の二に規定する産業廃棄物の焼却施設（焼却装置（溶融機能を有するもの又は溶融装置と一体的

に設置されるものに限る ）及びこれに附属する油水分離装置、中和装置、破砕装置、搬送装置、。

貯溜装置、汚水処理装置、ばい煙処理装置、押込装置、電動機、ポンプ、配管、計測器その他の附

属設備に限る ）。

１４．廃油、廃プラスチック類処理施設

( ) 廃油焼却施設1

① 廃油の焼却装置

② 附属装置（油分分解装置、中和装置、搬送装置、貯留装置、汚水処理装置、ばい煙処理
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装置、電動機、ポンプ、配管、計測器、その他の附属設備）

( ) 廃プラスチック処理施設2

① 廃プラスチック類の破砕装置

② ①の附属装置（搬送装置、貯留装置、押込装置、電動機、ポンプ、配管、計測器、その

他の附属設備）

③ 廃プラスチック類の焼却装置

① ③の附属装置（破砕装置、搬送装置、貯留装置、ばい煙処理装置、押込装置、電動機、

ポンプ、配管、計測器、その他の附属設備）

１５．産業廃棄物処理施設

( ) 産業廃棄物処理施設に設置する以下の装置1

① 脱水装置

② 乾燥装置

③ 焼却装置

④ 油水分解装置

⑤ 中和装置

⑥ 分解装置

⑦ 破砕装置

⑧ コンクリート固型化装置

⑨ 焙焼装置

⑩ 溶融装置

⑪ 洗浄装置

⑫ 分解装置

⑬ 附属装置（搬送装置、貯留装置、汚水処理装置、ばい煙処理装置、押込装置、電動機、

ポンプ、配管、計測器、集じん装置、その他の附属設備）

( ) 産業廃棄物の最終処分場に設置する以下の装置2

① 擁壁

② えん堤

③ コンクリート槽

④ 遮水工

⑤ 集排水設備

⑥ 浸出液処理設備

⑦ 搬入管理設備


